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オンラインファシリテーション支援機構に基づく
大規模意見集約システムCOLLAGREE

—名古屋市次期総合計画のための市民議論に向けた社会実装
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概要：オンライン議論に関する研究分野では，多様な視点を持った大規模な人数による意見集約が重要な研
究課題となってきている．たとえば，都市開発での市民参画の分野において，強い民主主義や効率的な都
市計画の実現を目指し，市民から直接的により多くの意見を集める議論システムの実現が求められている．
一方で，集合知の観点から，Wikipediaや Linuxのような大規模な参加を前提としたオープンな協働活動
やオープンソースソフトウェア開発活動では，一部のマネジメント層による管理や整理がきわめて重要で
あることが指摘されている．オンライン議論においても，自然に集約が進むわけではなく，マネジメント
層が必要であるといえる．本論文で提案するシステム COLLAGREEでは，大規模なオンライン議論にお
けるマネジメント層の役割として，人間のファシリテータを導入し，適切な議論プロセスの進行を導く．
社会実験として，名古屋市次期総合計画に関するインターネット版タウンミーティングに COLLAGREE
を導入した．本社会実験では，2週間で，264名の登録者，1,151件の意見，18,466件の閲覧を得ることが
できた．実験結果より以下の 4 つの知見を得た．(1) ファリシテーションの有用性が確認できた．また，
ファシリテーション支援機能とファシリテータによる (2)炎上のような不適切な状態の回避と，(3)議論に
おける発散と集約の適切な進行ができた．さらに，インターネット版のタウンミーティングとして，(4)若
い年齢層の参加者を集めることができた．
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Abstract: Online direct democratic discussion has been focused very much, and will be one of the next
generation methods for open and public civilian forums. For such large scale discussions, from the viewpoint
of collective intelligence, some level of management is required. For example, in Wikipedia project, some
management-level people are checking the newly created contents while in the open source project for Linux,
L.Torvalds leads its Linux community adequately. We developed an open web-based forum system called
COLLAGREE that has facilitator support functions. we propose the “weak structured” discussion, in which
some human facilitators coordinate large scale discussions while our system provides several supporting func-
tions for those facilitators. In this paper, we deployed COLLAGREE for an online town meeting in Nagoya
city, Japan, as a city project that lead by Nagoya city mayor. It is hold as one of the real town meetings
for the Nagoya Next Generation Total City Planning. In the experiment, the professional facilitators joined
to our project. In the two weeks, COLLAGREE gathered 264 total registered participants, 1,151 opinions,
3,072 visits, and 18,466 views. The following are the results: (1) Facilitation is useful for online large-scale
discussion. (2) We confirmed that there is a possibility that facilitators and their supporting function can
avoid flaming and inadequate discussions, and also (3) there is a possibility that facilitators and their sup-
porting function can facilitate diverging ideas and converging opinions in discussion. (4) We confirmed that
online town meeting can gather younger generation more than real face-to-face town meetings.
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1. はじめに

オンライン議論に関する研究分野では，多様な視点を

持った大規模な人数による意見集約が重要な研究課題と

なってきている．たとえば，都市開発での市民参画の分野

において，強い民主主義や効率的な都市計画の実現を目指

し，市民から直接的により多くの意見を集める議論システ

ムの実現が求められている．しかし，現在普及しているよ

うな時間的，また空間的に離れたユーザが議論する場を提

供する既存システム（Twitterや Facebookなど）では，意

見を共有することは可能でも，大規模な意見の収束や集約

には多数の問題が存在する．

オンライン議論は，多様な価値観を持つ大規模な人数の

参加者が想定されるため，「炎上」や「フレーミング現象」

と呼ばれる議論の無秩序な状態が頻繁に観測されている．

Wikipediaや Linuxのような大規模な参加者を前提とした

オープンな協働活動では，一部のマネジメント層による管

理や整理がきわめて重要であることが指摘されている [1]．

マネジメント層は，参加者同士の誹謗中傷や争い，「炎上」

のような無秩序な状態を未然に防ぐために最低限の管理を

行っている．さらに，膨大な意見が集まるオンライン議論

では，自然に集約が進むわけではなく，ときにはグループ

シンクや極化といった集団の議論に対する負の作用が発生

することがある [4]．したがって，Web上の適切な活動に

は，マネジメント層が必要であるといえる．

本論文で提案するシステム COLLAGREEでは，大規模

なオンライン議論におけるマネジメント層として，人間の

ファシリテータを導入する．ファシリテータは，オンライ

ン議論が炎上のような無秩序な状況に陥ることを未然に防

ぎ，かつ適切な議論プロセスの進行を導くことを目指す．

本研究で開発している COLLAGREE [2], [3]は，電子掲示

板型の自由な投稿に基づくオンライン議論支援システムで

ある．特に本論文では，ファシリテーション支援機構に注

目し，少人数のファシリテータにより大規模意見集約を効

果的に支援する．具体的には，議論の「炎上」のような不

適切な状況を防ぐと同時に，議論における発散と集約を適

切に支援する．

著者らの研究室と愛知県名古屋市（名古屋市役所および
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名古屋市長）との共催による社会実験を実施した．本社会

実験では，名古屋市次期総合計画についての市民の意見を

直接的に集約するインターネット版タウンミーティング

に，COLLAGREEを導入した．図 1 に，共催の名古屋市

役所での記者会見の様子を示す．名古屋市次期総合計画と

は，名古屋市が長期的な展望を持ち市政を運営するため策

定を目指している 2014年度から 2018年度までの 5年間の

都市計画である．本社会実験の結果に基づき，オンライン

の大規模議論支援におけるファシリテーションの必要性と

ファシリテーション支援機能の有効性を示す．

また，名古屋市側からは，「一般の参加者（主に市民を

想定）がオンラインの議論を行うことによって，幅広い年

代の参加が見込めるのではないか」ということが期待され

ていた．実際，実験結果からは，古典的な対面式のタウン

ミーティングと比較して，オンラインでの議論によって，

より若い年齢層の参加者を集めることができた．

以上から，本論文の貢献を以下の 4つにまとめる．

【貢献 1】アンケートにより，ファシリテーションがオン

ラインの大規模な議論に有用であることを確認した．

【貢献 2】ファシリテーション支援機能とファシリテータ

によって，実際の事例より，炎上のような現象を防ぐ

ことができる可能性があることを確認した．

【貢献 3】ファシリテーション支援機能とファシリテータ

によって，実際の事例より，議論における発散と集約

支援ができる可能性があることを確認した．

【貢献 4】参加者の年齢に関するデータより，オンライン

でのインターネット版タウンミーティングは，従来の

タウンミーティングとは違う若い年齢層の参加者を集

められることを実証した．

本論文の構成を次に示す．まず 2 章では，オンライン議

論に対するファシリテータおよびファシリテーション支援

機構の必要性を述べる．3 章では，システム全体の構成や，

ファシリテーション支援に向けた各種機能の詳細について

述べる．4 章で，名古屋市と実施した社会実験である名古

屋市次期総合計画のインターネット版タウンミーティング

の評価結果を示す．最後に，6 章で関連研究を示し，7 章

図 1 定例記者会見での告知（名古屋市役所）

Fig. 1 Press conference by mayer of Nagoya city Mr. Takashi

Kawamura.
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に本論文のまとめを示す．

2. 大規模なオンライン議論へのファシリテー
タの導入

2.1 ファシリテータの必要性

本論文の目的の 1つとして，大規模なオンライン議論の

マネジメント層として，人間のファシリテータを導入する

ことで適切な議論進行を目指すことがあげられる．ファシ

リテータとは，議論において中立な立場を保ち，議論プロ

セスを適切にリードする役割である [5]．COLLAGREEに

おいて，ファシリテータは適切な議論プロセスの進行およ

び多くの参加者の貢献を効果的に促す．

近年，ホームページ，掲示板，ブログ，マイクロブログ，

および SNSなどの様々なWeb上の媒体が普及している．

Web利用者が大規模化し，多様な価値観を持った利用者が

気軽に発信する媒体が広がることで，「炎上」と呼ばれる無

秩序状態の発生および拡大のリスクも上昇している．同じ

ように，大規模なオンライン議論では，多様な価値観や視

点を持つ参加者が議論するため，ときに「炎上」に陥る場

面が多く観測される．ファシリテータによる議論の適切な

進行は，「炎上」を未然に防ぎ，大規模な議論を実現するた

めに重要な役割である．

また，議論に参加する集団は，人間関係の影響などを受

け，「コミュニティの病的な状態」と呼ばれる負の状態（議

論のムラ，集団浅慮，およびフレーミング現象など）にな

る可能性があることが指摘されている [4]．ムラとは，人

間関係の調和を過度に重視するあまり，少数意見が圧殺

されるなど自由な議論が行えない状態である．集団浅慮

（Groupthink）とは，コミュニティ全体の意思決定がメン

バ 1人で下した意思決定より不合理で悪いものになってし

まう状態である．フレーミング現象とは，相手の個人属性

に関するネガティブな発言が繰り返され議論内容に関する

議論の継続が不可能になる現象である．議論に対して悪影

響を及ぼす状態を防ぐためにも，ファシリテータによる適

切な議論の進行が必要である．

実際に，Wikipediaや Linuxのようなオープンな協働活

動では，一部のマネジメント層による管理や整理がきわめ

て重要な役割を担っていることが指摘されている [1]．本

システムでは，マネジメント役として，議論の進行役であ

るファシリテータを導入する．無秩序な状態を防ぎ，より

良い議論をリードするためにファシリテーションを行う．

COLLAGREEではファシリテーションの円滑な実施をサ

ポートするファリシテーション支援機構を実現する．

2.2 ファシリテーション支援機構の必要性

ファシリテータを導入するのみでは，大規模な議論の

ファシリテーションを担うことは困難である．理由とし

て，大規模化にともなう閲覧負担の増大や既存の議論手法

のスケールアウト問題などがあげられる．

オンライン議論は，通常の議論と比較して，より大規模

な人数による議論となるため，投稿される意見も多く，議

論プロセスが複雑になる可能性が高い．そのため，ファシ

リテータ個人にかかる閲覧負担が増大することが予想され

る．本システムのような電子化された議論は中身が掴みづ

らいといった指摘もある．また，大規模な人数の参加者が

集うため，ファシリテータが人間関係を把握することが困

難になる．そのため，投稿や議論内容を分析する支援機能

が必要になると考えられる．

そこで本システムでは，議論内容の分類および整理に向

けた「賛成/反対自動判定機能」，「キーワード提示機能」，

「論点タグ付加機能」や，議論プロセス進行のための「ファ

シリテーションフレーズ簡易投稿機能」，「リマインダー機

能」などを実装し，大規模な議論におけるファシリテータ

を支援する．各機能の詳細は 3.2 節で述べる．

さらに KJ法 [6]やデルファイ法 [7]など，既存の議論手

法を導入するのみでは，大規模議論実現に向けた支援は困

難である．既存の議論手法は，本来少人数による議論を仮

定したものであり，大規模議論に単純に導入することは難

しい．また，既存手法は技術的な理解と訓練が必要となり

ファシリテータの負担となる．本システムでは，ファシリ

テーション支援機構を実装し，大規模な議論における負担

を軽減することで，自由な形式かつ適切な議論進行の実現

を目指す．

3. システムの実装および機能

3.1 大規模意見集約支援システムCOLLAGREE

COLLAGREEは，複数のテーマについて自由に意見を

投稿できる，一般的なインターネット上の掲示板のような

システムをベースとしている．本システムのトップテーマ

画面を図 2 に示す．トップページには，議論が行われて

いるテーマがサムネイルで表示される．トップページから

テーマを選択することで，各テーマの議論画面に遷移する．

本システムでは，参加者とファシリテータが同一の議論

画面を使用する．議論画面を図 3 に示す．議論画面には，

ファシリテータのファシリテーションを支援する支援機構

を実装した．以下に，議論プロセスを支援するために実装

した機能の一覧を示す．図 3 の各番号は各機能を示して

いる．それぞれの番号と機能は以下のとおりである： 1©賛
成/反対の自動判定機能，2©キーワード提示機能，3©ファシ
リテーションフレーズの簡易投稿機能， 4©投稿並べ替えお
よび絞り込み機能， 5©論点タグ付加機能， 6©行動履歴（ア
クティビティ）機能，リマインダメール機能．

3.2 ファシリテーション支援機構

主な支援機構として，参加者の意見を分析し集約を支援

する「 1©賛成/反対自動判定機能」，議論内容を分析表示す

c© 2015 Information Processing Society of Japan 1998
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図 2 ユーザインタフェース – トップテーマ画面

Fig. 2 User interface – Top page.

図 3 ユーザインタフェース – 議論画面

Fig. 3 User interface – Discussion page.
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る「 2©キーワード提示機能」および「 4©論点タグ付加機能」，
議論プロセス進行のための「 3©ファシリテーションフレー
ズの簡易投稿機能」を実装した．各支援機能については，

社会工学専攻所属の共著者による公共政策に関するワーク

ショップでのファシリテータ経験や，社会工学の知見を活

かし，Web上でのファシリテーション実施について十分に

議論を重ねたうえで選定した．各機能は，意見投稿の負荷

を増すような複雑な機能は避け，分かりやすく，シンプル

に設計している．議論においては，自由な発言から斬新な

アイデアの発想や問題提起が生まれると考えられることか

ら，参加者の投稿のしやすさや自由な議論を重要視した．

以下，ファシリテーション支援機構の詳細を次に示す．

【 1©賛成/反対の自動判定】本機能によって，投稿された内

容が，賛成的（positive）な意見か反対的（negative）な意

見かを明示する．本機能のユーザインタフェースを図 4 に

示す．投稿の内容を分析し，自動的に賛成/反対を判別す

る．投稿が入力されると，リアルタイムに内容の賛成/反

対度合いを計算し，スケールバーが移動する．判定結果に

誤りがあるとユーザが判断した場合，手動で訂正すること

が可能である．本機能は文献 [8]を参考に実装した．以下

の ( 1 )，( 2 )，および ( 3 )に賛成/反対判定に用いる辞書構

築手続きを示す．

( 1 ) シードワードを選択する．シードワードは，明らかに

賛成を表現する単語，および明らかに反対を表現する

単語である．たとえば，明らかに賛成を表現する単語

として「幸せな，穏和な，感謝する，役に立つ，信頼

できる，公平な，楽しい，誠実な，快適な」があり，

明らかに反対を表現する単語として「不幸な，侮辱す

る，役に立たない，不快，不公平な，つまらない，不

誠実な，頼りない」などがある．これらの選択は経験

的に決定された．

( 2 ) 検索エンジンを用いて，各シードワードをクエリーと

して検索する．

( 3 ) 検索結果 1,000件のスニペットに含まれる単語（名詞，

動詞，形容詞，および副詞）を賛成/反対別に辞書登録

する．（賛成のシードワードで検索した場合は，出現単

語を賛成印象語リスト PosListに登録し，反対のシー

ドワードで検索した場合は，出現単語を反対印象語リ

スト NegListに登録する．）本ステップにおけるスニ

ペットとは，検索結果一覧中に表示される，各Webサ

イトの概要説明部を指す．

図 4 ユーザインタフェース – 賛成/反対自動判定機能

Fig. 4 User interface – Agree or disagree judgement.

なお，今回は PosListに 19,473ユニーク単語が登録さ

れ，NegListに 18,043ユニーク単語が登録された．

上記アルゴリズムで構築された辞書を用い，式 (1)によ

り，単語 tと PosList中の語との共起確率 P (t, PosList)

とNegList中の語との共起確率 P (t, NegList)との内分比

S を求める．

S =
P (t, PosList)

P (t, PosList) + P (t, NegList)
(1)

内分比 S は 0に近いほど単語が反対の文脈に現れやす

く，1に近いほど賛成の文脈で現れやすいことを意味する．

全体の賛成度は，入力内容中に含まれる各単語（名詞，動

詞，形容詞，および副詞）の内分比を計算し，平均を取る

ことで計算できる．

【 2©キーワード提示機能】議論内で注目されていると考え
られるキーワードを抽出し，タグクラウド形式で表示す

る．本機能のユーザインタフェースを図 5 に示す．キー

ワード抽出のため，テーマ内の全投稿の名詞を取り出し，

TF-IDF法を用いてスコアリングしている．ユーザは，現

在の議論が何に注目しているか把握することが可能にな

る．ファシリテータは，特にどの論点に焦点を当てていく

かを検討する指標となる．さらに，単純な出現数のみでは

なく，“−ワード（+p,−n）”のように表示する．pおよび

nは上で示した賛成/反対の自動による判定，もしくは手動

による判定により，それぞれ賛成/反対に判定された投稿

中のキーワードの出現数である．たとえば，ワードが「防

災」とする．「防災」というキーワードが，賛成と判定さ

れた 30の文章中に現れたとすると p = 30となる．同様に

反対と判定された 10の文章に現れたとすると n = 10とな

る．このとき表示は「−防災（+30,−10）」となる．防災

という単語が，賛成と判定された投稿 30個，および反対

と判定された投稿 10個に出てきていることが分かる．

【 3©ファシリテーションフレーズの簡易投稿】ファシリテー
タがファシリテーションを容易に行うことができるように，

ファシリテーションフレーズを用意した．図 6 にフレーズ

図 5 ユーザインタフェース – キーワード提示機能

Fig. 5 User interface – Keywords.
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図 6 ファシリテーションフレーズ

Fig. 6 Examples of facilitation sentences.

のリストを示す．ファシリテーションフレーズとは，ワー

クショップにおいて頻繁に使われるフレーズである．ファ

シリテーションフレーズは，共著者が所属する社会工学専

攻の知見と公共政策に関するワークショップでの主催経験

を活かし，十分に議論を重ねたうえで選択した．ファシリ

テーションフレーズはユースケースごとに整理されてお

り，議論状況に応じて適切に選択および変更を行うことが

可能である．

【 5©論点タグ付加機能】論点タグ付与機能により，発言時に
論点を明確化し，閲覧時に絞り込みを行うことができる．

本機能のユーザインタフェースを図 7 に示す．論点はファ

シリテータにより自由に追加することができ，あらかじめ

論点を作成しておくことで，議論進行の筋道が立てられる

と期待できる．また，論点を選択することで，選択した論

点に関する投稿のみを表示する．
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図 7 ユーザインタフェース – 論点タグ付加機能

Fig. 7 User interface – Discussion tags.

図 8 システムアーキテクチャ

Fig. 8 System architecture.

3.3 システムアーキテクチャと実装環境

本システムの実装について説明する．本システムは，Web

システムとして実装した．システム全体の構造を図 8 に示

す．サーバサイドは Ruby on Railsを用いて Rubyで記述

した．クライアントサイドは Spine.jsという JavaScriptの

Web Application Frameworkを用いて，CoffeeScriptで記

述した．

本システムでは，議論支援システムとして，議論の状況，

特に他者のコメント投稿をリアルタイムに反映する．たと

えば，投稿などのデータ通信をユーザが意識することなく

動作する議論画面を実装した．サーバサイドは，クライア

ントの RESTfulな要求に対して適切なデータを JSON形

式で返却する．クライアントサイドは，サーバから取得し

た JSON形式のデータから適切な表示を生成する機構を採

用した．サーバサイドプログラムと RESTfulな規約に基

づいて通信し合うことで，データの取得や投稿をページの

遷移なく非同期に実行する．

4. 社会実験：名古屋次期総合計画のインター
ネット版タウンミーティング

4.1 実験内容

名古屋市との共催のもと，本システムを用いた社会実験

を行った．名古屋市では，次期総合計画に向けて各 12区

において対面式でのタウンミーティングを行っている．本

社会実験では，COLLAGREEを用いて，インターネット

版のタウンミーティングを新たに実施した．名古屋市の期

待の 1つとして，より幅広い年齢層の参加者を集められる

ことがあげられた．次に実験設定を示す．

【実験設定】

• 共催：名古屋市役所
• 参加者数：264人

• 実施期間：2013年 11月 19日（火）午後 12時～12月

3日（火）午後 12時

• 議論テーマ：名古屋市次期総合計画に関する 4題（「人

権が尊重され，誰もがいきいきすごせるまち」，「災害

に強く安心に暮らせるまち」，「快適な都市環境と自然

が調和するまち」，「魅力と活力にあふれたまち」）

• ファシリテータ：専門家 9名

参加者数は，システムに登録を行った人数である．参加者

は全員無報酬である．本実験では日本ファシリテーション

協会の協力のもと，ファシリテータの専門家 9名が参加し，

各テーマの議論に 2，3名ずつ配置することで，支援機能

を用いたファシリテーションを行った．

4.2 議論活発化のための参加者公募と感謝状贈呈

本実験は，著者らの研究室と愛知県名古屋市（名古屋市

役所および名古屋市長）の共催による名古屋市次期総合計

画のためのインターネット版タウンミーティングとして実

施した．名古屋市次期総合計画とは，名古屋市が策定を目

指す 2014年度から 2018年度までの 5年間に向けた都市計

画である．名古屋市は人口の減少やリニア中央新幹線の開

業など，大きな転換点を迎えており，今後の長期的な展望

を持ち市政を運営していくため総合計画の策定を目指して

いる．また，名古屋市は市民目線に立った行政を目指し，

多様な意見を市政に反映する機会として，タウンミーティ

ングやパブリックコメントを積極的に実施している．

本実験は，市の取り組みとして，中日新聞市民版への掲

載や名古屋市長定例記者会見を通して市民に告知した．参

加者は，記者会見，市役所ホームページ，市報，新聞，お

よび Facebookなどを用いて広く公募した．

また，本実験では議論形成において建設的な意見の投稿

を多く行った参加者に対して，名古屋市長からの感謝状授

与および意見交換を行った．市長感謝状授与の様子を図 9

に示す．感謝状や意見交換の場を設定することで，参加者

の積極的な議論参加や建設的な意見の発言を促すインセン

ティブとなることを目指した．建設的な意見とは，「1. 多

くの人の賛同を得たアイデア・提案を出した」，「2. 前向き

あるいは建設的な発言を多く行った」，「3. 他の参加者と調

和的に議論を活性化・前進された」に該当する意見を指す．

該当者は，社会工学専攻の共著者による投稿の分析によっ

て選定した 10代男性，30代女性，および 40代女性の 3人

である．感謝状授与は名古屋市長から行われ，該当者と市

長との直接の意見交換も行われた．以上の取り組みは，参

加者の建設的な意見を促すインセンティブになったと考え
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図 9 河村名古屋市長による感謝状授与の様子（中日新聞 1月 29日

16 面市民版）

Fig. 9 Award of participants.

図 10 システム全体のページビュー数の推移

Fig. 10 Number of page views.

図 11 テーマ別投稿数の推移

Fig. 11 Number of posts per themes.

られる．

本実験は，名古屋市のタウンミーティングの 1つとして

幅広い市民の議論の場を実現し，都市計画策定にも貢献し

ており，社会的にも大変有意義である．

4.3 実施状況と参加者属性

本実験では，意見投稿数 1,151件，訪問数 3,072件，ペー

ジビュー数 18,466ビューといった多くの閲覧と投稿を得

ており，本システムに一定の需要があると考える．また，

実際に 264人の参加者により実験を行うことで，大規模意

見集約実現の可能性を確認した．

図 10 に，15日間のページビュー数の推移を示す．実験

開始日には 4,000件以上，また 24日以降も 500～1,000件

の安定した閲覧を得ており，システムへの関心があると考

えられる．ページビュー数の集計にはGoogle Analyticsを

使用した．さらに，テーマ別の投稿数の推移を図 11 に示

す．投稿は，各日によりばらつきはあるものの，15日間に

わたり投稿が続いており，各テーマで計 200～300件の投

稿が行われている．通常のタウンミーティングでは実現で

図 12 名古屋市におけるタウンミーティングと COLLAGREE の

参加者年代割合

Fig. 12 Percentage of participants ages.

きない，時間にとらわれない期間での議論が行われている．

また，図 12 に参加者の年代割合を示す．図 12 では，

名古屋市で行われている対面式のタウンミーティングと

COLLAGREEでのタウンミーティングを比較している．

名古屋市のタウンミーティングの数値は，12区の集計値

を用いている．通常，対面式のタウンミーティングでは，

開催日時や場所の制約があり，参加者も限られているた

め，その半数以上が 60代以上である．対面式と比較して，

COLLAGREEは，名古屋市のタウンミーティングでは割

合の少ない 20代，30代，40代，および 50代の参加の割合

が多い．以上から，COLLAGREEでは，通常タウンミー

ティングへの参加の少ない年代層を集めた議論が実現でき

たと考えられる．本結果は，共催した名古屋市からも高い

評価を受けている．

4.4 一般参加者による評価

本実験終了後，Google Formsを用いてWebアンケート

を行った．一般参加者 41名，ファシリテータ 8名のアン

ケート回答を得ている．一般参加者のアンケート結果か

ら，特にファシリテーション支援機構が有用であったとい

う評価を得ることができた．一般参加者から得た評価につ

いて，図 13 にシステムの効果に関する評価，および図 14

にオンライン議論におけるファシリテーションに関する評

価をそれぞれ 5段階評価で示す．本実験は一般公募で集め

た参加者による実験であり，「どちらでもない」という意

見を持たないニュートラルな集団が存在することを考慮に

入れる．図 13 からシステムの効果には全体的に良い評価

を得ており，大規模な議論の進行に一定の効果を確認でき

る．特に，ファシリテーション支援機構は有用であるとい

う意見が 72%と，他と比較しても高い評価を得ており，特

に有用であった．

図 14 にまとめたファシリテーションの評価から，大規

模なオンライン議論において，ファシリテーションが議論

進行を促進したという評価が 83%，意見の集約について

ファシリテータが必要だという意見が 97%と，高い評価を

得ている．つまり，参加者のほとんどがファシリテータを
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図 13 一般参加者による機能評価

Fig. 13 Questionnaires for citizens about functions.

図 14 一般参加者によるファシリテーション支援機構の評価

Fig. 14 Questionnaires for citizens about facilitation.

必要であると考えており，本システムでのファシリテータ

の有用性を確認できた．

また，参加者からの所感として，「私のような，一般市民

が気軽に参加しやすいこの試みは，ぜひ続いてほしいと思

いました」，「公に向けて発言できる機会が増えたというこ

とには驚きました」，「自分の意見に対してファシリテータ

さんが反応してくれたこと，また他の人が意見を述べてく

れたことが印象に残っています」などの意見があり，本シ

ステムによって有用な意見交流の場を提供できたことが確

認できる．

4.5 ファシリテータによる評価

ファシリテータのアンケート結果からも，特にファシリ

テーション支援機構が有用であるという評価を得ることが

できた．ファシリテータとして参加した専門家からの意見

について，図 15 にオンライン議論におけるファシリテー

ションの必要性および実行に関する評価を 5段階評価で示

す．大規模なオンライン議論におけるファシリテータにつ

いては，一般参加者と同様，ファシリテーションが議論進

行を促進したという評価が 75%，意見の集約についてファ

シリテータが必要だという意見が 88%と，高い評価を得て

いる．ファシリテータの専門家視点で見ても，本システム

でのファシリテータは有用である．

しかし，ファシリテーションの実行については “実行し

にくかった”という回答が，全体のうち 88%を占めた．本

結果は，ファシリテーションの専門家らが，Web上の不特

定多数の参加者へのファシリテーションに不慣れであった

ことが大きな原因であると考えられる．オンライン議論に

図 15 ファシリテータによるファシリテーション支援機構の評価

Fig. 15 Questionnaires for facilitators about facilitation.

図 16 ファシリテータによる機能評価

Fig. 16 Questionnaires for facilitators about support func-

tions.

関する分野において，大規模な議論にファシリテータを導

入した例は少ない．本実験に参加したファシリテーション

の専門家らも，オンライン議論でのファシリテーションの

経験がなかった．「ファシリテートしている時間帯に何人

ログインしているのかが不明で，対話ができる状況なのか

がわからなかった」，「どんな人が来て書いているのか，誰

が見に来ているのかが掴みにくい」といった意見もある．

オンライン議論は対面式の議論とは異なり，大規模な数の

参加者や意見を扱うことから，実行を難しくしていると考

えられる．

図 16 にシステムの効果に関する評価をそれぞれ 5 段

階評価で示す．図 16 から，支援機構の有用性について確

認する．ファシリテーション，論点タグ，および注目キー

ワードへの高い評価を得ている．一方で賛成/反対表示の

機能への評価が低いことが分かる．「賛成，反対が明確に

なるほど，議論の深まりや投稿数がなく，機能の役割の利

便性は実感できなかった」という意見もあり，参加者の活

動が衰退していき，集約段階でも賛成/反対表示の有用性

が低いことが分かる．また，「サイレント・マジョリティ

の声をいかに理解するかが，ファシリテータの主たる役割

なので，発言しない人の動向を見られるシステムになった

らよいなと思った」という意見から，集約に向けて案が固

c© 2015 Information Processing Society of Japan 2004



情報処理学会論文誌 Vol.56 No.10 1996–2010 (Oct. 2015)

まってくる段階では，意見投稿を行わない参加者も含めた

全体の同意や納得などを取得することが必要である．

4.6 自由記述による指摘と検討する機能

発散に関して，「議論全体がどこに向かっているか示して

欲しい」，「どんな人が書いているかわからないため，どち

らの方向に話題をふっていくべきか迷うことが多かった」

といった意見があった．Web上での貢献の方向性を明確化

することは，参加者の活動を促すことも指摘されている [9]

ため，今後議論目標や議論進行表などの設定機能を用いた

集団の活動促進によるファシリテータの支援を検討してい

きたい．

また，収束や集約に関して，「表示量が少なくて，全貌が

把握しづらい」，「議論の推移がたどりにくく，まとめにく

い」といった意見があった．議論全体の流れや各論点の志

向を表示するために，ファシリテーショングラフィック [10]

分野の技術を用いた議論内容の分析表示を検討する．

さらに，「発言しない人の動向を見られるシステムになっ

たらよいなと思った」，「発言しない人の動向がわからず，

まとめにくい」といった意見があった．特に，集約段階に

おいてファシリテータのまとめた意見に対してのフィード

バックが少なくなり，集約案への賛成や納得の理解が困難

である状況が見られた．本論文で行う大規模意見集約の強

みは，多種多様な参加者による様々な視点からの議論であ

る．人は意見を持っていても，「わざわざ言うほどのこと

でない」や「今言うべきではない」と思い，発言をやめて

しまうことがある．実際には，オンライン議論ではこのよ

うなサイレント・マジョリティ [11]の意見が重要になる．

今後，サイレント・マジョリティの支持表明や活動を促す

機能を検討したい．

5. 考察

5.1 本論文の主張点

本研究は，技術的な側面および社会的な側面から，様々

なレベルでの良い影響を与えることができている．これら

をまとめ，本論文の主張点として以下に 4つをまとめる．

【主張点 1】アンケートにより，ファシリテーションがオ

ンラインの大規模な議論に有用であることが分かった．

【主張点 2】ファシリテーション支援機構とファシリテー

タによって，実際の事例から，炎上のような現象を防

ぐことができる可能性があることを確認した．

【主張点 3】ファシリテーション支援機構とファシリテー

タによって，実際の事例から，議論における発散と集

約支援ができる可能性があることを確認した．

【主張点 4】参加者の年齢に関するデータより，オンライ

ンでのインターネット版タウンミーティングは，これ

までとは違う若い年齢層の参加者を集められることを

実証した．

以下，各主張点について詳述する．

「【主張点 1】アンケートにより，ファシリテーションが

オンラインの大規模な議論に有用であることがわかった」

については，図 13 と図 15 から分かるとおり，ファシリ

テータを含めた参加者の約 90%から，「議論をする上で，議

論をまとめるファシリテータは必要だと思いますか？」と

いう問いに対して，「非常にそう思う」，または「そう思う」

という回答を得ている．

「【主張点 2】ファシリテーション支援機構とファシリテー

タによって，実際の事例より，炎上のような現象を防ぐこ

とができる可能性があることを確認した」については，以

下の事例を示す．

図 17 に示すのは，ネガティブな意見が増え，ネガティ

ブな議論が起こりそうな場面で，ファシリテータが適切に

論点を変更することで，炎上のような現象を防いでいると

考えられる事例である．

図 17 左では，ファシリテータがアイデアを求めたとこ

ろ，その趣旨とは若干異なるネガティブな発言がされてい

る．それにともなって図 17 中では，さらにネガティブな

発言が増えており，若干炎上気味になっている．すなわち，

ファシリテーションなしでこのまま続けば，ネガティブな

発言の連鎖の拡大，さらには，参加者同士の主な論点とは

関係のない意見の対立などが発生し得る状況である．そこ

で図 17 右では，ネガティブな発言の連鎖を避けるために，

ファシリテータは若干論点を変更し問いかけを行い，炎上

のような状況に陥ることを未然に防いでいることが分か

る．また，ファシリテータが数回発言を行うことで，議論

を調整していることが分かる．

以上のような，議論の進行の調整は，様々な場面で見ら

れ，すべてが炎上に陥るわけではないと考えられるが，炎

上を未然にを防いでいると考えられる．

「【主張点 3】ファシリテーション支援機構とファシリテー

タによって，実際の事例より，議論における発散と集約支

援ができる可能性があることを確認した」については以下

の 2つの事例を示す．

（アイデアの発散的な投稿の促進の事例）まず，ファシリ

テータがアイデアの発散的な投稿を促し，さらにアイデア

からアイデアを創造させ連鎖的に投稿を促している事例を

図 18 に示す．図 18 では，まずファシリテータから問い

かけをしている．そして 1つのアイデア（投稿）もとに，

ファシリテータが要点をまとめ，その要点に関するアイデ

アをさらに求めている．これによって，さらに多くの 3つ

のアイデア（投稿）が投稿されている．以上のようなアイ

デアの発散的な収集は，本社会実験では至る箇所で行われ

ており，非常に効果的にアイデアを収集できた．

（議論の集約に関する事例）議論の集約は，ファシリテー

タによって非常に効率的に行われている．今回のファシリ

テータは，日本ファシリテータ協会に所属する専門のファ
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図 17 炎上を回避しているファシリテーション

Fig. 17 Facilitation that avoids flaming.

図 18 アイデアの発散的な収集を行うファシリテータ

Fig. 18 Facilitation for idea generation.

シリテータで，集約をしっかり行うことができている．集

約された内容について，反対意見や賛成意見がある場合に

参加者は投稿することができるが，今回は強い反対意見は

見受けられず，おおむね賛同が得られている．図 19 では，

ファシリテータの要約が行われており，その下に，各参加

者の意見が述べられていることから，おおむね賛同の意見

が得られていることが分かる．

「【主張点 4】参加者の年齢に関するデータより，オンラ

インでのインターネット版タウンミーティングは，これま

図 19 議論の集約

Fig. 19 Converging discussion as a summary.

でとは違う若い年齢層の参加者を集められることを実証し

た」については，図 12 の名古屋市におけるタウンミーティ

ングと COLLAGREEの参加者年代割合から明らかに得ら

れており，名古屋市役所および名古屋市長からも特にこの

点については高く評価をいただいている．

5.2 ファシリテーション支援機構の必要性

本システムでは，ファシリテーション支援機構によって
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ファシリテータを支援している．ここではファシリテー

ション支援機構をどのように選択したか，および，ファシ

リテーション機能が実際にファシリテーションに役に立っ

ている事例を紹介し，ファシリテーション支援機構の必要

性を確認する．

社会実験において用いたファシリテーション支援機構は，

シンプルで分かりやすい機能を実装している．これは，情

報技術については一般的な知識しか持たない市民やファシ

リテータがシステムを使う場合に，情報技術の専門家が好

むような高度に先端的な技術は，まったく理解されない場

合が多いためである．今回も，多くの先端的技術について

も市民，ファシリテータ，異分野の研究者，公的機関など

を含めて，広く検討を重ねたが，まずはシンプルで分かり

やすいファシリテーション支援機構のみで社会実験を行っ

たほうが，実世界での実現性がきわめて高いことが分かっ

た．そこで，あえて，シンプルな機能に絞って社会実験に

臨んだ．たとえば，ファシリテータが，意見を集約しまと

めたコメントを分析すると，キーワード抽出機能によって

抽出された頻出キーワードを中心に要点をうまくまとめて

いることが分かっている．

6. 関連研究

オンライン議論の実現を目指し，発散，収束，および集

約など様々な視点から研究が行われている．

本論文により近い先行研究として，MIT Center for Col-

lective Intelligence（CCI）のプロジェクト [12], [13]があ

る．ここでは，インターネットを使った大規模な議論や協

議を支援し，大規模な意見共有を可能にするツールが構築

されつつある．プロジェクトでは，大規模な意見の共有を

目指して，議論の論理的構造（議論マップ）を構築するシ

ステムを開発している．議論マップでは，Argumentation

tools [14]と呼ばれる議論構造化理論に基づき，参加者の意

見を主張，賛成反対，および問題提起などに分類すること

で，議論の構造を明確化する．意見集約は完全に構造化し

た議論マップ上で行い，分類により投稿内容を組み立てて

いく必要がある．そのため，参加者に高い負荷を強いる問

題がある．ほかにも，Argumentation Mapを利用して遠

隔地での議論を行った例も存在する文献 [15], [16]が，大規

模な意見集約を実現しているものではない．

また MIT CCI は，地球温暖化問題に焦点を当てて，

解決プランを協議するシステムとして The Climate Co-

Lab [17], [18]というシステムを構築している．本システム

でも，Argumentation Mapを利用して意見の整理を行っ

ている．さらに発散に向けた主となる機能として，Model-

based planningを用いている．本機能は，地球温暖化に関

する取り組み案を形式的に入力することで，その案が反

映された世界を予想した簡単なシミュレーション結果を

提供する機能である．最終的に，いくつか出た具体案に対

して電子投票を行うことで，最終案の決定を行う．議論構

造化を用いることで，参加者に高い負荷を強いる点は文

献 [12], [13]と同様である．また電子投票による集約は，限

られた少数の互いに排他的な選択肢の中から選択する場合

にのみ有効で，複雑な問題に応用できるとはいえない．

西田らは，コミュニティにおける知識の共有と発展を目

指し，Public Opinion Channel（POC）[19]を開発してい

る．POCは，メンバが発信した意見を要約して提供する

インタラクティブなメディアである．他のメンバの興味や

知識を知り，創出した知識をコミュニティに還元すること

で，相乗的に知識を発展させる．コミュニティの志向性を

顕在化させ，少数意見も取り出すこともできる．しかし，

少人数のコミュニティにおける知識発想に着目しており，

大規模な議論の集約に向けたファシリテーションを行うも

のではない．

COLLAGREEでは，Webシステムという共通の基盤を

想定したうえで，大規模な議論プロセスというドメインに

おいてファシリテータを導入する具体的方法を示している．

POCではコミュニティ規模を大きくすればするほどコス

トがかかり，その限界が想定できる．一方，COLLAGREE

では，Webシステムという共通基盤を想定しており，現在

の実験規模を最低限として，POCほどのコストをかける

ことなくさらに拡大することが可能である．

また，文献 [20]で畦地らは，POCの将来的な完成イメー

ジである full -POCという概念のもとで，意見集約システ

ムや自動放送システムによるコミュニティ内での知識創造

を目指している．本概念は，現在でも多くの研究者が目指

す目標であり，MIT CCIのプロジェクト [12]でも，コミュ

ニティの意見共有と交換の促進という目標が似ている．一

般に，コミュニティの意見共有と交換の促進という目標は

まだ解決されておらず，近年では特にWWWの発展と共

有のネットワークの高速化から，さらに違ったアプローチ

が必要であるという点が，本研究を含めた研究の共通の問

題意識である．本研究では，ファシリテータというマネジ

メント層の導入による大規模意見集約の支援を提案してい

る点が，POCと大きく異なる観点である．

発想支援については古くから多くの手法が検討されてい

る．アイデアを生成する技術として，まずKJ法 [6]を紹介

する．KJ法は集まった膨大な情報に対し，雑多な情報を

統合し，新たな発想を生み出すために効果的である．アイ

デアをグルーピングし，グループに見出しを付けるという

シンプルな手法であるが，実際には専門的な訓練が必要と

なり，不特定多数の集団に対して実施することはできない．

西本らの研究では，関連性と異質性を併せ持つ情報を抽

出し，発想的指向活動を支援する門外漢モデル [21]の開

発により議論の進行支援を行っている．専門分野を異とす

る門外漢を 1 人参加させ，議論に新たな視点をもたらす

ことで，意見の発想が活発になることが知られている．文
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献 [21]では，門外漢をモデル化することで発散支援に有用

な議論の異質性の導入を行っているが，議論の集約には着

目していない．

角らの研究では，投稿とキーワードの関係を可視化した

視点共有空間を作成し，協同発想や情報共有を促進する対

話支援環境 [22]の開発を行っている．複数の話題間の関連

を認識しながら対話を進めることで，集団の創造性を高め

ることを目指しているが，大量の視点共有空間を実現する

ことは困難であり，大規模化は難しい．

Delphi法は，集団の意見や知見を集約し，統一的な見解

を得る手法の 1つであり，様々なフィードバックの形式を

用いて応用されている [7], [23]．対象の設問について参加

者から個別に回答得た後，他の参加者全員の意見をフィー

ドバックし，再度同じテーマについて回答を集める．本過

程を何度か繰り返すことにより，ある程度収束した組織的

な見解を得ることを目指す方式である．しかし，本来少人

数の専門家により実施されることを想定しておりスケー

ルアウト性がない．またフィードバックを実施するために

は，すべての評価者からの回答を待つ必要があるなどの問

題がある．

本研究では，参加者の自由な議論を重要視する．なぜな

ら，自由な発言から斬新なアイデアの発想や問題提起がで

きると経験的に考えられるからである．自由な投稿による

意見の発散を行い，議論の収束や集約といったプロセスを

支援するための支援機能を実装した．

7. おわりに

本論文では，ファシリテーション支援機構による大規模

意見集約を目指した支援システム COLLAGREEの実装と

社会実験を行った．COLLAGREEでは，通常の電子掲示

板のように自由な発言や投稿を行い，ファシリテータが無

秩序な議論状況の防止や適切な議論プロセスの進行から大

規模な意見集約を支援する．社会実験では，名古屋市次期

総合計画に関するネット上のタウンミーティングとして，

実際に 264人の参加者により実験を行うことで大規模な人

数での意見集約の可能性を確認した．

本論文の主な貢献は以下の 4点である．

• ファシリテーションがオンラインの大規模な議論に有
用であることを確認した．

• ファシリテーション支援機構とファシリテータによっ
て，実際の事例より，炎上のような現象を防ぐことが

できる可能性があることを確認した．

• ファシリテーション支援機構とファシリテータによっ
て，実際の事例より，議論における発散と集約支援が

できる可能性があることを確認した．

• 参加者の年齢に関するデータより，オンラインでのイ
ンターネット版タウンミーティングは，これまでとは

違う若い年齢層の参加者を集められることを実証した．

今後の課題として，集約に向けた (1)議論参加へのイン

センティブ付与や (2)重要論点抽出が必要である．(1)に関

して，本実験ではファシリテータから，「本システムでは集

約に向かうにつれて参加者の活動が消極的になり，参加者

の意見が汲み取れない」という意見があった．また，「発言

しない人の動向を知りたい」という声もあった．今後，投

稿以外のより容易な意見表明機能やポイントなどによる議

論インセンティブ機能を実装し，参加者の議論参加を促し

たい．(2)に関して本実験では，議論の内容をキーワード

や論点タグで整理した．しかし，やはり投稿数が多く，大

量の投稿から議論全体の流れを把握することは困難であっ

た．今後，キーワード抽出に加え，単語の共起などを用い

た重みづけ手法を検討し，論点単語の取り出しにも取り組

んでいく．また，ユーザごとの興味論点を取り出し，話題

振りなどを行う半自動ファシリテーションについても検討

する．
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伊美 裕麻 （学生会員）

2013年名古屋工業大学工学部情報工

学科卒業．2015年名古屋工業大学大

学院工学研究科産業戦略工学専攻博士

前期課程修了．同年株式会社 NTTド

コモに入社，現在に至る．2014 年度

IEEE名古屋支部学生奨励賞．人工知

能学会会員．

伊藤 孝行 （正会員）

2000年名古屋工業大学大学院工学研

究科博士後期課程修了．博士（工学）．

1999年から 2001年にかけて日本学術

振興会特別研究員（DC2および PD）．

2000 年から 2001 年にかけて南カリ

フォルニア大学客員研究員．2001年

北陸先端科学技術大学院大学知識科学教育研究センター助

教授．2003年より名古屋工業大学大学院情報工学専攻助

教授．2005年から 2006年にかけて米国ハーバード大学客

員研究員および，米国MIT客員研究員．2006年より名古

屋工業大学大学院産業戦略工学専攻准教授．2008年から

2010年にかけて米国MIT客員研究員．2009年から 2011

年にかけて科学技術振興機構（JST）さきがけ大挑戦型研究

員．2014年より名古屋工業大学大学院産業戦略工学専攻教

授，現在に至る．2014年ソフトウェア科学会基礎研究賞，

2014年日本学術振興会賞，2013年文部科学大臣表彰科学

技術賞受賞（研究部門）．国際会議 AAMAS2013プログラ

ムチェア．2011年内閣府最先端・次世代研究開発プロジェ

クト代表研究者．2010年 IFAAMAS国際財団理事．2007

年文部科学大臣表彰若手科学者賞受賞．情報処理学会長尾

真記念特別賞受賞．2006年 AAMAS2006最優秀論文賞受

賞．2005年日本ソフトウェア科学会論文賞受賞．2004年

度 IPA未踏ソフトウェア創造事業スーパークリエータ認

定．第 66回情報処理学会全国大会優秀賞および奨励賞受

賞．マルチエージェントシステム，計算論的メカニズムデ

ザイン，合意形成，限定合理性，ソフトウェア工学に興味を

持つ．マルチエージェントシステム国際財団（IFAAMAS）

理事，ACM上級会員，IEEE上級会員，AAAI，電子情報

通信学会，日本ソフトウェア科学会，人工知能学会，計測

制御自動学会，日本経済学会，日本栄養改善学会，日本建

築学会各会員．
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伊藤 孝紀

1997年名城大学理工学部建築学科卒

業．2000年から 2003年にかけて北山

創造研究所．2004年に有限会社タイ

プ・エービーを設立．2007 年名古屋

市立大学大学院芸術工学研究科博士後

期課程満了．博士（芸術工学）．2007

年より名古屋工業大学大学院社会工学専攻/建築・デザイン

工学教育類准教授，現在に至る．主な学外委員として，名

古屋駅地区街づくり協議会アドバイザー（2009年～），栄

ミナミ地域活性化協議会アドバイザー（2010年～），桑名

市都市計画審議会委員（2010年から，2013年より会長），

名古屋市広告・サイン部会委員（2013年～），愛知県総合

計画（あいちビジョン 2020）県土基盤分科会委員（2013

年），中部圏社会経済研究所特別研究員（2013年～），名

古屋市広告・景観審議会委員（2014年～），桑名市ブラン

ド推進委員会委員長（2014年～），名古屋国際会議場アド

バイザリーボード委員（2015年～）等を務める．主な受賞

として，2004年 JCDデザイン賞奨励賞（日本商環境設計

家協会），2005年 Residential Lighting Awards審査員特別

賞，2006年 SDAデザイン賞地区デザイン賞（日本サイン

デザイン協会），2007年 JCDデザイン賞銀賞（日本商環

境設計家協会），2008年日本建築学会東海賞，2009年中部

建築賞，2011年 DDAデザイン賞協会特別賞（日本ディス

プレイデザイン協会），2012年 DSA空間デザイン賞（日

本空間デザイン協会），2012年日本デザイン学会研究奨励

賞，2013年 SDAデザイン賞最優秀賞（日本サインデザイ

ン協会），2013年グッドデザイン賞，2014年すまいる愛知

賞都市再生機構中部支社長賞，2015年日本建築学会作品選

集新人賞等がある．主な著書に，『名古屋魂 21世紀の街づ

くり提言書』（中部経済新聞社，2013年），『まちを演出す

る仕掛けとしてのデザイン』（鹿島出版会，2013年）等が

ある．日本建築学会，日本デザイン学会，日本都市計画学

会各会員．

秀島 栄三

1992年京都大学大学院工学研究科土

木工学専攻修士課程修了．1996年博

士（工学）学位取得．1992 年京都大

学助手，1998年名古屋工業大学講師，

2000 年 JICA ブラジル都市交通人材

開発プロジェクトチーフアドバイザ，

2001年名古屋工業大学助教授，2004年文部科学省在外研

究員（スタンフォード大学客員研究員），2012年名古屋工

業大学大学院教授，2013年名古屋工業大学コミュニティ創

成教育研究センターセンター長（兼任），現在に至る．学

外では，名古屋市行政評価委員会委員（2005～2009年），

愛知県地方港湾審議会委員（2003～2014年），愛知県尾張

地域水循環再生地域協議会座長（2005年～），国土交通省

中部地方整備局南海トラフ巨大地震対策中部圏戦略会議委

員（2011年～），国立研究開発法人防災科学技術研究所客

員研究員（2015年），認定 NPO法人レスキューストック

ヤード理事（2010年～）等を務める．著書に『環境計画—

制度・政策・マネジメント』（共立出版，2008年），『土木と

景観—風景のためのデザインとマネジメント』（学芸出版

社，2007年），『防災の経済分析』（勁草書房，2005年）等

がある．学会活動としては土木学会土木計画学研究委員会

幹事（1998～2003年），日本計画行政学会常任幹事・評議

員（2005年～），日本都市計画学会学術委員会委員（2005～

2008年）等を務める．
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